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１．業務の目的 

近年、我が国だけでなく、アジア全体において

も携帯電話及びスマートフォンが急激に普及して

きており、それに伴いモバイルに関するビッグデ

ータが着目を集めている状況にある。その一方で、

交通分野の調査においては、いまだに我が国にお

いても多くが紙媒体による対面形式などのアンケ

ート調査に基づいており、交通分野における交通

統計の構築には莫大なコストと時間を要している

状況にある。 

本調査においては「モバイル・ビッグデータ」

という用語を定義し、数千万台に及ぶ個人所有の

モバイル（携帯、スマートフォン）と 500ｍから

数キロ単位で設置された基地局が 1 時間毎に交信

する際に得られる百万ギガレベルの莫大なデータ

であるモバイル空間統計に着目することとした。

このモバイル・ビッグデータに基づき、時間毎、

季節毎等のダイナミックな人口統計や交通、観光

統計、防災、海難の可視化等により、既存の全国

幹線旅客純流動調査やパーソントリップ調査等を

凌駕する新たな交通情報の策定、提示を目的とし

ている。 

音声電話・データ通信サービスを提供する携帯

電話網では、いつでもどこでも電話やメールを着

信できるように、基地局の電波到達範囲（基地局

エリア）毎に所在する携帯電話を周期的に把握し

ている。この運用データを活用し作成されるモバ

イル空間統計は日本全国の人口分布統計であり、

活用方法の検討が進められているものではあるが、

必ずしも常時流動する人口を捉えた統計情報では

なかった。 

数千万台に及ぶ個人所有の携帯電話（スマート

フォンを含む）と、約 500ｍから数キロ単位で設

置された基地局が 1 時間毎に交信する際に得られ

る百万ギガレベルの莫大な位置情報（本事業では

「モバイル・ビッグデータ」と呼称する。）は、時

間毎、季節毎等のダイナミックな人口統計や交通、

観光統計と、防災や海難の可視化等につながる可

能性がある。本業務では、モバイル・ビッグデー

タにより、既存の全国幹線旅客純流動調査やパー

ソントリップ調査等に依らない交通プロジェクト

計画・評価に資する材料を提供し、ASEAN 諸国等

の都市計画及び交通計画に適用させることによっ

て良好な交通プロジェクトの礎とすることを目的

とした。 

 

２．ASEAN における既存の交通分析手法の 

レビュー 

ASEAN 諸国のうちの次の国における主要な交通

プロジェクトを対象とし、当該プロジェクトで利

用されているデータ、交通量の推計方法等につい

て調査を行った。 

ここでは、それぞれの国における交通プロジェ

クトを抽出し、交通量の推計方法と需要予測手法

を整理した。 

 交通量は、訪問調査などの個人の流動を把握す

る調査と、コードンライン調査などの交通機関別

に全数を把握する調査からなっている。 

表－１に示すとおり、個々のプロジェクトでこ

れらの調査を実施しており、継続的に調査が行わ

れていない。そのため、最新時点の交通量の実態

を把握することが難しいと考えられる。 

 

３．モバイル・ビッグデータを利用した既存 

  の方法による交通需要推計 

本調査では、モバイル・ビッグデータを用いて、

ASEAN 諸国等の都市計画及び交通計画に適用させ

ることを念頭に置いている。そのため、ASEAN に

モバイル・ビッグデータの運輸部門における 

国内実証と ASEAN諸国展開調査報告書 

２ 
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諸国に対しても、我が国でのモバイル・ビッグデ

ータを交通プロジェクトに適用した事例が求め 

表-1. ASEAN における交通量の推計方法 

プ ロ ジ ェ

クト 
交通量の推計方法 

ベ ト ナ ム

鉄 道 整 備

プ ロ ジ ェ

ク ト

（JICA）  

○既存調査（鉄道会社・航空会社からデ

ータ提供）から鉄道と航空の OD データ

を入手。さらに以下の調査を実施。 

・ 道路、河川で交通量の測定と、OD

聞取調査 

・ 交通ターミナル（空港、鉄道駅、バ

スターミナル）で聞取調査 

※このプロジェクトでは VITRANSS の

データを更新して利用。 

上記は VITRANSS での調査内容 

マ ニ ラ 首

都 圏 総 合

都 市 計 画

（JICA） 

○家庭訪問調査を含めた複数の交通調査

を実施。 

※予算の制約から計画的なデータの更新

はなされていない。 

ベ ト ナ ム

国 ハ ノ イ

市 都 市 鉄

道 建 設 事

業(1 号線)

準 備 調 査

（JICA） 

○既存調査のデータを使用 

「ハノイ市総合都市開発調査 

(HAIDEP),2007 年」 

(1) 家庭訪問調査 

(2) コードンライン調査 

(3) スクリーンライン調査 

フ ィ リ ピ

ン 国 総 合

交 通 計 画

管 理 能 力

向 上 プ ロ

ジ ェ ク ト

（JICA） 

○プロジェクト内で調査 

(1) 家庭訪問調査  

(2) コードンライン調査 

(3) スクリーンライン調査 

ミ ャ ン マ

ー 国 ヤ ン

ゴ ン 都 市

圏 開 発 プ

ロ グ ラ ム

形 成

(JICA） 

○プロジェクト内調査と既存調査による

データを使用 

(1) 省庁の既存統計データの使用・ヒ

アリング調査 

(2) 地理情報システム(GIS)の構築 

(3) 世帯訪問調査 

カ ン ボ ジ

ア プ ノ ン

ペ ン 都 総

合 交 通 計

画 プ ロ ジ

ェ ク ト 計

画（JICA） 

○プロジェクト内で調査を実施 

(1) パーソントリップ調査(家庭訪問) 

(2) コードンライン調査 

(3) スクリーンライン調査 

(4) 道路・交差点における交通量調査 

(5) 交通速度調査 

(6) 駐車状況調査 

(7) ドライバーへのインタビュー調査 

ジ ャ カ ル

タ 首 都 圏

総 合 交 通

計 画 調 査

(JICA） 

○プロジェクト内調査が中心 

(1) 交通量調査 

(2) 交通速度調査 

(3) バス旅客へのインタビュー調査 

(4) 鉄道旅客へのインタビュー調査 

(5) ミニパーソントリップ調査 

  ※一部、国で実施された調査結果を使

用 

(6) 意見調査 

られることが想定される。 

そこで、ここではつくばエクスプレスを対象と

して、モバイル・ビッグデータを活用した交通需

要推計例を構築することとした。つくばエクスプ

レスという都市鉄道を選定した理由は、①ターゲ

ットとしている ASEAN において都市鉄道の開発計

画が多く進んでいること、②ASEAN でも知名度が

比較的高く、ASEAN における都市鉄道となるべく

同じ程度の規模などであること、の 2 点である。 

 

3-1．日本の交通関連プロジェクトの抽出 

 現状のモバイル・ビッグデータについて、ASEAN

では通話記録である CDR（Call Detail Record）

から端末数等を集計し、マーケティングに活用す

るケースが散見される。一方で、交通統計として

の活用はまだ研究開発の段階である。 

そこで本調査では、交通統計としての活用を念

頭に、日本で実サービスとして高精度な滞在人口

を推計している、モバイル空間統計を参考として、

ASEAN における交通需要推計のためのモバイル・

ビッグデータの活用の方法について検討を進める

こととした。具体的には、我が国における交通関

連プロジェクトについて、モバイル空間統計のデ

ータを活用して交通需要推計を実施することによ

って、ASEAN におけるモデルケースとして示して

いくこととした。 

我が国における交通関連プロジェクトの選定に

あたっては、以下の 2 点の理由から、つくばエク

スプレス（以下、TX）を検討対象とすることとし

た。①ASEAN においては、都市鉄道の開発計画が

多く進んでいること、②ASEAN でも知名度が高く、

現地の政府・行政関係者がイメージしやすいこと

である。 

ここで、モバイル・ビッグデータを活用した TX

利用者数の推計に際しては、大屠蘇交通センサス

の結果等を参考に、『TX 沿線地域』と『特別区』

を対象地域として、次の地域を選定した。 

◼ 特別区 

◼ TX沿線地域＝TXが通過する市 + TXが通

過する市の隣接市 

➢ TX が通過する市：つくば市、守谷市、

つくばみらい市、八潮市、三郷市、柏

市、流山市（※東京特別区は対象外と

した） 
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➢ TX が通過する市の隣接市：松戸市、野

田市（※TX 利用が多いと想定される市 

を抽出した） 

➢ 常磐線との競合が想定される柏市、流

山市、松戸市は TX 沿線ゾーンのみ対

象とした。 

 

ここで、モバイル・ビッグデータを活用して TX

で交通需要予測を実施する意義は、モバイル・ビ

ッグデータを利用した交通機関の利用者数推計手

法を ASEAN に展開することである。このことを念

頭に置き、ASEAN 等において入手可能なモバイ

ル・ビッグデータの仕様を表－２のように想定し

た。 

 

3-2．モバイル・ビッグデータを用いた推計 

TX 利用者数の推計は以下の手順で行った。 

① OD 量の推計（4 段階推計モデルの発生・

集中交通量、分布交通量推計に相当） 

② TX 利用者数の推計（4 段階推計モデルの

交通機関別交通量、経路別交通量推計に

相当） 

③ 推計結果の検証（既存統計、実績値と比

較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1. 対象地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-2．モバイル・ビッグデータの内容と交通量推計での活用方法 

データの内容 モバイル空間統計 

（日本） 

ASEANにおける 

モバイル・ビッグデータ（想定） 

時間［t］におけるゾ

ーン内人数 

（ゾーン＝在圏地に

基づき設定） 

○ 『人口分布統計』及び『人

口流動統計』において把

握可能。 

○ 基本的なデータであり、

比較的簡易に把握可能。 

ゾーンの設定 〇 『人口分布統計』及び『人

口流動統計』において、

行政単位別またはメッシュ

単位で設定可能。 

〇 上記同様、基本的なデー

タであり、容易に設定可

能。 

時間［t］と時間［t+1］

における携帯電話

のトリップの軌跡 

○ 『人口流動統計』で把握

可能。 

△ 異なる時間の携帯電話の

情報を結びつける必要が

あり、把握することは難し

い。 

契約地 ○ 『人口分布統計』及び『人

口流動統計』において把

握可能。 

△ プリペイド式が多いため、

契約者の個人情報である

契約地を把握することは

難しい。 

個人属性 ○ 『人口分布統計』及び『人

口流動統計』において、

性別・年齢情報のみ把握

可能。 

△ プリペイド式が多いため、

契約者の個人情報である

個人属性を把握すること

は難しい。 

 



- 4 - 

TX 合計の利用実績と、モバイル・ビッグデータ

を活用した推計値を比較した。その結果をまとめ

たものが図－２である。利用実績と比較すると、

2013 年、2016 年とも、ほぼ同程度の再現結果を得

ることができた。 

 

 

図-2. TX利用実績と推計値の比較 

 

４．モバイル・ビッグデータを利用した ASEAN 

  における活用可能性の検討 

これまでは、ASEAN への展開を念頭に、時間別

の在圏人口のみを用いた方法を検討した。特に、

ASEAN においては、我が国におけるパーソントリ

ップ調査等の実施が十分に行われているとは言い

難い状況にあり、そのことが適切なインフラ整備

を困難にしている側面があると考えられる。そこ

で、本業務では、ASEAN においてモバイル・ビッ

グデータを活用するためのセミナー・研修を通じ

て理解を得ることで、今後の ASEAN におけるモバ

イル・ビッグデータの収集ならびにその活用に向

けた取り組みを実施していくこととした。 

 

4-1． ASEAN への展開を踏まえた実施体制 

本調査では、ASEAN への展開として、まずベト

ナムを対象とした共同研究の枠組みを進めること

とした。日本側は運輸総合研究所と東京大学の関

本研究室からの協力を得て、ビックデータの分析

手法についてそのノウハウをベトナム側へ技術移

転を行った。ベトナム側は日本との関係が深く且

つ交通分野の専門家であることが望ましいことか

ら、日越大学及び他大学としてベトナムドイツ大

学交通研究センター、交通通信大学と連携を行い、

共同研究の枠組みを検討・協議した。日越大学、

ベトナムドイツ大学共に東京大学の社会インフラ

分野（交通分野）で博士号を取得した教職員がそ

れぞれ在籍していることから、彼らを中心に協議

を進めた。 

共同研究体制を整えたうえで、ベトナムでの適

用分析・事例の紹介、また現地ニーズの把握を目

的として、行政機関（MOT、ハノイ市）、運輸通信

事業者（VNPT）等々と個別にヒアリングを行った。 

 

 

図-3. 共同研究の枠組み 

 

4-2． ベトナムにおけるモバイルデータ 

（１）携帯電話市場の現状 

ベトナムでは、通信会社 3 社（Viettel mobile、

Mobifone、VinaPhone）で約 8 割のシェアを占めて

いる。また、携帯電話普及率は、2016 年時点で

147％の普及率になった（ベトナム情報通信省）。

総人口のうち、29 歳以下が半数以上を占めており、

インターネットや携帯電話利用も若者が中心。国

としても、ICT 産業の拡大と IT 技術者を 100 万人

に増やす明確な目標を持っている。 

 

（２）モバイル・ビッグデータの収集と課題 

他国と同様、電話番号ごとに基地局ベースでの

位置情報が利用可能であると思われる。昨年度、

ベトナム携帯キャリア大手の VinaPhone から、モ

バイル・ビックデータの提供について協議が行わ

れ、今年度も継続してデータ提供・分析について

協議を行った。 

 

4-3． ベトナム VNPT-Media 社での作業 

昨年度から運輸総合研究所が交渉を進めていた

VinaPhone を対象として、データの取得に関する

協議を実施した。運輸総合研究所の担当者と現地

（ベトナム国ハノイ市）を訪問し、VinaPhone 担

当者と密なコミュニケーションを取りながら検討

を進めた結果、調査・検討の基本方針をまとめる

と下記のとおりである。 

 VinaPhone からのデータの提供が可能な場合、

データの外部への持ち出し、国外への持ち出

しが制限される可能性が高い。このような状

況に対しては、上述の共同研究体制の通り、
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日越大学やベトナムドイツ大学の研究チー

ムが VinaPhone 担当者と共同で作業を進めら

れる体制を整えることとした。 

 匿名化などのデータ加工作業については、関

本研究室のメンバーとベトナム人研究チー

ムのメンバーが共同で対応することとした。 

 加工したデータの可視化作業は GIS 上で行う。

可視化における分析では、アルメック VPI が

有するハノイ市の交通データベースを活用

して、都市交通及び都市計画上での活用方策

を検討することとした。 

 

4-4．モバイル・ビッグデータの収集と可視化 

VinaPhone 社におけるモバイル・ビッグデータ

の収集と可視化を行った結果、要点をまとめると

以下のとおりとなった。 

 提供いただいたデータは 1 日あたり 180 万レ

コードであるが、1 分間隔で人の動きを表現

する動画を作成するのに約 2,000 倍のダミー

レコードを用意する必要があることが分か

った。 

 例えば、ダミーID：12345 の端末が、10:00:00

から 12:00:00 まで基地局 A から動かなかっ

た場合は、実データとしては 2 時間で 2 レコ

ードしか記録されていない。 

 しかし、1 分間隔の動画を作成する場合、そ

の間の 119 分間を補完して、ダミーレコード

を設定する必要が出た。 

 したがって、1 ヶ月分の全てでこのダミーレ

コードを差し込むと、1 ヶ月トータルで約 6TB

強になる見込みとなることが分かった。Hard 

Disk自体は 6TB程度であればベトナムで追加

購入することも十分可能な範囲だが、出張期

間中に満足に処理をすることができるかと

いう別の問題が生じることが分かった。 

 動画のインターバルを 1 分間隔から 5 分間隔

などに設定すれば、必要な（ダミーレコード

である）データ量は減少させることができる

が、その場合は移動の軌跡自体が非常に大雑

把（点が次々に「飛んでしまう」様子の動画）

になることが分かった。 

 動画内のインターバルとデータ量の関係は

トレードオフになる。研究チーム内で議論し

た結果、1 分間隔で作成することとした。 

 まずは元の 4,000 レコードを抽出してサンプ

リングで動画を作成してから検討すること

にした。 

これらを踏まえた上で、ベトナム・ハノイ市に

おける人の動きを表現するサンプル動画を作成す

ることができた。その結果として得られた成果お

よび課題は下記のとおりである。 

 4,000 レコードの抽出によるサンプル動画が

完成した。 

 ハノイ市では、多くの人は環状 3 号線の外側

には居住しておらず、郊外の人たちは CBD に

も移動していない。現地の学識経験者に確認

をしたところ、動画は実情をよく表現できて

いると考えているとの示唆を得た。 

 また、VinaPhone 社のモバイルを所持してい

る年代別のシェアを見ると、40 代および 50

代で合わせて 55％に達していることも考慮

すると、非常に良好な結果であることが分か

った。 

 データのサンプル結果が出たところ、ノイズ

が多数検出された。ハノイ郊外のデータがな

いので、データが「飛ぶ」原因になっている

かもしれない。また、ハンズオンが生じてい

るのも想定の範囲内とのこと。 

 動画で着目ポイントとなる渋滞箇所につい

ては、人の動きをヒートマップ化した動画だ

けでなく、グラフ化して人の存在量を定量的

に示すことで、統計的に何人が集中している

かという定量値を示したいことが課題とし

て残された。 

 動画というプレゼンテーション上のインパ

クトに加えて、最終的には統計に生かし、交

通計画に反映できるイメージまでベトナム

および ASEAN の方々に持っていただきたい。 

 例えば、環状 3 号線の内側に集中して住んで

いることが分かるが、環状道路の南西、北西

部には飛び出して居住が進んでいるエリア

があることが分かる。ただし、環状道路の内

側でも、ピーク時でも人が少ないエリアがあ

り、未開発地域としてポテンシャルが高い状

況などが伺える。 

 

4-5．ASEAN におけるモバイル・ビッグデータ 

  活用セミナーの開催 

日 ASEAN セミナー「交通計画のためのモバイ

ル・ビッグデータの活用」として、様々な形で得

られるビッグデータを活用して、交通統計の構築

および最新のデータ活用によるモビリティの活性

化に資する最先端の技術情報や取り組み、および

これからの交通情報の展望について、発表・議論 
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図-4.ハノイ市のモバイル・ビッグデータ可視化画面 

（2018 年 10 月 1 日（月）、上図は 02:24、下図は 8:02） 

 

が行われた。また、ASEAN 諸国の代表も各国にお

けるモバイル・ビッグデータの使用状況及び今後

のチャレンジについて発表し、有益な情報交換を

することができた。 
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